
（業務方法書様式第７号）（実施要領参考様式第14号関連）

作付面積（a)

氏名（法人・組織名）

住所

電話番号

必要な証拠書類 作物名
今後の取組

（a)

土壌診断結果及び施肥
設計書等

生育診断結果及び施肥
設計書等

地域の施肥設計書等

堆肥の購入伝票、自家堆
肥の場合は、ほ場に堆肥
を運搬した時と、散布後
の写真等

汚泥肥料の購入伝票等

食品残渣等国内資源の
購入伝票等

有機質肥料の購入伝票
等

緑肥種子の購入伝票及
び緑肥をすきこむ前のほ
場写真等

該当品種の購入伝票及
び品種特性説明資料等

低成分肥料の購入伝票、低
成分であることを確認できる
書類等

可変施肥機をほ場に置いた状態
の写真、ドローンの場合はリモー
トセンシングデータ等

局所施肥機等をほ場にお
いた状態の写真等

育苗中の写真及び購入
肥料の伝票等

肥料の購入伝票、化学肥
料の使用量及びコスト低
減にかかる説明資料等

被覆資材の設置されたほ
場の写真及び被覆資材
の購入伝票等

肥効調整型肥料の購入
伝票等

○○a

ソ　地域特認技術の利用
　　（イ）肥効調節型肥料のうちプラスチック被覆肥料によ
る
　　　　　化学肥料施用量の削減
　          （被覆資材の流出防止の取組と一体的に進める）

　総取組面積 ○○a ○○a

セ　化学肥料の使用量及びコスト節減の観点からの
     施肥量・肥料銘柄の見直し
　　（ア～スに係るものを除く。）

ソ　地域特認技術の利用
　　（ア）露地野菜栽培における土壌被覆資材を用いた
　　　　　栽培管理
　　　　　　（溶脱抑制を目的とするため施設栽培は除く）

シ　局所施肥（側条施肥、うね立て同時施肥、
　　灌注施肥等）の利用

ス　育苗箱（ポット苗）施肥の利用

コ　低成分肥料(単肥配合を含む）の利用

サ　可変施肥機の利用（ドローンの活用等を含む）

ク　緑肥作物の利用

ケ　肥料施用量の少ない品種の利用

カ　食品残渣など国内資源の利用（エとオ以外）

キ　有機質肥料（指定混合肥料等を含む）の利用

エ　堆肥の利用

オ　汚泥肥料の利用（下水汚泥等）

イ　生育診断による施肥設計

ウ　地域の低投入型の施肥設計の導入

ア　土壌診断による施肥設計

令和６年度化学肥料低減取組実施報告書（完了報告）　　【　秋肥　・　春肥　】

作付概要

作物名

○○○

○○○

その他

計

１． 実施する（してきた）取組メニューの予定及び実績を記入しください。
２． 実施する（してきた）取組メニューにかかる証拠書類を提出できるように準備してください。

取組メニュー
令和４年度の

取組実績
（ａ）

令和５年度の
取組実績

（ａ）

秋肥・春肥どちらかに「〇」

※取り組み内容が同じでも、そ

れぞれ提出が必要

・上記の作付概要に記載した作物名を記入する。

※取組メニューは、２つ以上の実施が必要

・令和４年度に取組が完了している場合は、令和４年

度の取組実績欄に実施した面積を記入する。

・令和５年度に取組が完了している場合は、令和５年

度の取組実績欄に実施した面積を記入する。

取組実施者にあっては、「総取組面積」の大きい年度の数値を取

組実施状況報告書（業務方法書第６－１号）に添付する「参加農

業者名簿（業務方法書様式第６－２号）」の「取組面積（ha)」

に記入する。

【注意】

本書の「総取組面積」の単位は「a」となっているが、様式第

６－２号の「取組面積（ha)」は「ha」であるので注意すること。

・今後の取組の予定面積を数値で必ず記載する。

→【国QAの問4－16】のとおり、２つ以上のメ

ニューに継続して取り組むことが本事業の要件

となっている（面積の規模は問わない）。


